ＯＰＣＷ国際検査対応マニュアル

第一種指定物質事業所用
２０１９年版

平成３１年４月１日改定

経済産業省化学兵器・麻薬原料等規制対策室

Ⅰ．はじめに
　このたび、貴事業所は、「化学兵器禁止条約」に基づき設置された国際機関である「化学兵器禁止機関」（以下「ＯＰＣＷ」という。）の国際検査を受けるよう、ＯＰＣＷから経済産業省に通告が行われました。

検査まで時間的余裕がありませんので、併せて送付する「手引」（＊以前、経済産業省職員が、国際検査に備えた実態調査を行った際に利用いただいたものです。）と本マニュアルを併せてお読みいただき、国際検査がスムーズに行われるよう御協力をお願いします。

ご不明な点は、本マニュアルを送付した者に遠慮なくお尋ねください。
まず、貴事業所と経済産業省側との今後の連携を密にするため、至急、下記の２点の内容を下記の３つの連絡先まで電子メールで送信願います。（以前お伺いしている場合もありますが、念のため、最新の内容をご連絡ください。）

	（内　容）
1 貴事業所の検査対応担当者連絡先（役職、氏名、電話番号、ＦＡＸ番号及びE-Mailアドレス）
2 貴事業所の昼休み時間、管理部門の就業時間（○時～○時）


	（連絡先）
1 このマニュアルを送付した経済産業局の担当者
2 経済産業省化学兵器・麻薬原料等規制対策室：
 　　　　　　　　　（E-mail：kahei-madoguchi@meti.go.jp）
3 独立行政法人製品評価技術基盤機構化学兵器原料対策室：
 　　　　高橋課長（E-mail：takahashi-yasuro@nite.go.jp）


Ⅱ．国際検査の目的

「化学兵器禁止法」の「第一種指定物質」（＝「化学兵器禁止条約」の「Schedule 2 Chemical」（アミトン等の毒性化学物質やその前駆物質）製造事業所に対する国際検査は、条約に基づいて、
①　申告情報（既に届け出ていただいた書類のうち英文様式の記載内容）が正しいこと
②　化学兵器禁止法の「特定物質」（＝条約の「Schedule 1 Chemical」（サリン等の強力な毒性物質））が存在しないこと
4 　生産した第一種指定物質が化学兵器の開発・生産等に転用されていない
こと
を確認するために行われるもので、貴事業所の安全確保や環境保全状況を確認するためのものではありません。例えば、排水処理設備の検査は、設備が環境保護に関する法令に適合し排水が事業所外に悪影響を与えていないか、ではなく、化学兵器の原料となり得る物質を秘密裏に生産可能な設備になっていないか（つまり、事業所として特定物質を生産する恐れがないか）、といった観点で行われます。
なお、検査は、企業単位でなく事業所単位で行われます。また、検査に要する実費（国際電話料金、食事代等）は、基本的に検査団又は立会団（後述）が負担します。
Ⅲ．検査当日までの準備
　「検査前概要説明資料」を作成するなど、別添のチェックリスト（「実態調査の手引」の別添４と同じものです）を活用して直ちに国際検査の受入れ準備を開始してください。
検査に使用される予定の各部屋が現在別用途で使用している場合、検査当日までに検査に使用できるようしてください。また、秘密保持の観点から検査団の立入を拒否したい施設・区画はどこか、明確にしてください。

これらの点も含め、これから検査までの間に、検査に立ち会う経済産業省及び（独）製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ；ナイト）の職員が、チェックリスト記載事項も含め、様々な事項を確認・お願いすることになりますので、可能な限りの対応をお願いします。場合によっては、国際検査への準備が整っているかどうか、貴事業所を訪問し事前調査をさせていただきます。

Ⅳ．検査を受ける心構え

　国際検査を受ける貴事業所及び我が国にとって最も大切なことは、化学物質の生産が申告どおり行われていて化学兵器製造への転用等の恐れがないと、検査団に納得させ、そうした報告書を作成させることです。

　例えば、申告と今回検査される実際の生産等との間に軽微な違いがあっても修正すればよく、問題はありませんが、検査において、万が一

・申告どおりか検査しようにも、記録が不十分で確認しようがない

・化学物質の管理がずさんである

・検査団の質問に対して、回答を拒む正当な理由がないのに回答しない、基本的な質問に的確に答えられない

といったことが続くと、化学物質の管理が不十分である、検査に非協力的であるといった日本側にとって不利な報告書が作成され、ひいては、我が国や貴事業所の信用問題になりかねません。幸い、我が国では過去の検査でこうした問題は生じていませんので、誠実に、かつ、自信を持って検査に望むようお願いします。

Ⅴ．通訳に関する留意事項

　国際検査は英語で行われます。検査には、邦人通訳が同行しますので、説明や質問への回答は、すべて日本語で行ってください。
　質問への回答は、あわてる必要はありませんので、できるだけ簡潔に、理路整然とお願いします。通訳の発言の意味がよくわからない場合、必ず聞き直してください。

検査員・通訳とも化学産業への知識は豊富ですが、通訳を介在させると、どうしても発言のニュアンスが伝わらないことがあり、誤解が生じることがあります。そうしたことを念頭に置いて発言しようと努めることが、円滑な検査につながります。
Ⅵ．検査に要する費用
国際電話・ＦＡＸの料金（オランダまで6秒当たり16円）、昼食代等は、検査団・立会団が実費をお支払いします。

国内ＦＡＸ料金、パソコン等の電力料金、コピーの紙代及び使用料金、記録検査のためのプリントアウト費用等は貴事業所においてご負担いただきますようお願いします。

Ⅶ．検査のポイント
　検査の流れは「手引き」に記載したとおりですが、ここでは、検査の内容を具体的に説明しますので、それぞれの場面を想定し、質問を予想して、的確に回答できるよう準備をお願いします。

１．施設検査の概要
· 施設検査は、特定物質（サリン等の強力な毒性物質）が存在しないことや、そのような物質を取り扱える設備等でないことを確認するために行われます。

· 検査は、生産／加工／消費（＝製造等／使用。以下同じ。）した第一種指定物質に関係する製造設備、倉庫、ラボ等を中心に行われますが、特定物質の存否や取扱いの可能性等に関しては、貴事業所全体が検査対象です。
· 質問に対しては、簡潔かつ合理的に回答してください。例えば、特定の設備がなぜ存在するのかについて、「法令上の義務」、「製造工程の合理化のため」、「過去の事業で使用していたため（現在は不使用）」といったように回答することで、貴事業所では特定物質製造のおそれがないと検査団に納得してもらうことができます。
· 検査に際しては、検査団も企業秘密には配意しますが、特段の理由もなく検査を拒否すると、特定物質製造の証拠等を秘匿しているのではないかと疑われ、細かな質問が多くなり時間を要することになります。
＜説明不足により問題が生じた事例＞

　　　　ステンレス製の一般的な反応装置について検査団が質問したのに、事業所側は「企業秘密であるから答えられない」と回答したところ、その直後に検査団の態度が変わり、短時間で見渡して確認すれば十分な箇所を、隅々まで見て詳細な質問を行い、通常の検査よりも数倍の時間がかかった。
２．施設検査の質問傾向
1 製造設備

· 検査対象の第一種指定物質の製造等の方法に沿って、Appendix Bを使用して、反応工程や装置の種類等が確認されます。検査団は、反応装置、分留装置、蒸留装置等に関心を示し、容量、材質等を質問することが見込まれます。
· 第一種指定物質以外の施設もAppendix Cを使用して確認しますが、マグネットポンプやキャンドポンプなどの特殊なポンプが合理的な理由も無く使われていないか、二重、三重の配管がないかなど、過剰な材質や製造装置の存否も確認されることが見込まれます。

· プラント建屋の密閉状況とその理由を問われることがあります。
· 検知器の種類と設置の理由が問われる場合があります。また、換気方法については、陽圧管理されている制御室や負圧管理されている製造建屋は、その理由を質問することが見込まれます。
· 排気方法（スクラバー、吸着設備等の有無）や排水処理方法（酸、アル  カリ、水希釈等）も質問され得ます。

· 煙突がある場合、排ガスの燃焼処理目的かどうか質問することが見込まれます。

2 コントロールルーム
　製造管理等が分散制御システム（ＤＣＳ）か否か、何を制御しているか、あるいは、検知器もコントロールルームでモニターしているかなどが質問することが見込まれます。
3 倉庫
申告に関係する原料・製品倉庫や資材倉庫について、保管物、換気方法、検知器等を確認されることが見込まれます。その際実際に保管している第一種指定物質在庫量についても確認され、ドラム缶等の重量の測定を求められることがあります。

これらの構造・設備については、大気汚染防止法や消防法等の各種法令で義務付けられている等と説明して下さい。
4 排水処理場
　　　 処理方法、各プラントからの配管ルート、ｐＨなどの測定項目、処理方法、放流場所、外部委託処理の有無などが質問されることが見込まれます。
5 メンテナンス・修理施設

毒性化学物質に関係する設備のメンテナンス・修理のための除害機能が施設にあるかどうかを確認されることが見込まれます。
6 品質管理ラボ、研究開発ラボ
品質管理ラボでは、製品、中間物、原料のうち何を試験しているかなどが、研究開発ラボでは、活動内容（詳細な内容ではなく、例えば、「工程改善」、「新製品の開発」、「全社のための研究か当該事業所のための研究か」といった概要）などが質問することが見込まれます。

また、実際にラボ内を視察して分析機器の種類や反応装置の有無、ドラフトチャンバーの排気方法（活性炭吸着装置等が付いているか、直接大気放出か）、研究者の防護具（防護服やガスマスクを着用していないか）等が質問することが見込まれます。   
7 医療施設
医務室、常駐医師、特殊な解毒剤（ＰＡＭ、アトロピン等）などの有無等について質問されることが見込まれます。一般に、医務室や薬棚などの保管内容、救急箱を直接見せると、特定物質用の特別な解毒剤が存在しないという理解が得られます。
8 作業者の装備等
製造ラインの従業員が、特殊な防護服やマスク等を装着していないかなどが確認されることが見込まれます。
9 その他
生産設備等に設置している緊急シャワーや目洗いが、水道水を使用した通常の機器であるか（特定物質用のエマージェンシーシャワーではないか）が確認されることが見込まれます。
事業所敷地や各施設のセキュリティ（出入口の数、守衛、モニター、フェンス、センサー等の有無）についても確認することが見込まれます。
３．記録検査
　　 　　　記録検査は、検査対象の第一種指定物質について、申告以外の用途への流用等がないか、製造量に関しては、日報や伝票、ＳＡＰデータ等の根拠資料を用いてどのように積み上げたら申告した年間数量になるかといったことが確認されます。対象期間は、申告した過去３年間及び当年は検査の前日までで、検査団は、申告した年間の量と貴事業所の根拠データが合っているかを検証するために、以下のような方法を用います。
1 第一種指定物質の生産／加工／消費量の算出方法の確認

第一種指定物質の生産／加工／消費量の算出方法を確認します。申告した年間の量はどのように算出しているかを明確に説明する必要があります。具体的には、貴事業所で用いている算出方法（例えば計算式）に、日報、バッチ記録の数値を当てはめるなどして、月報の生産／加工／消費量を確認します。この算出方法を検査団に理解させることが重要です。

2 月報等の確認（Appendix D）

年間の生産／加工／消費量が正しく把握されているかを確認するために、量の積み上げの基になった数字を、年報、月報、日報などの根拠資料まで遡って確認します。

また、第一種指定物質の原料受入れ・投入記録、他プラントへの移送記録、出荷、用途に関する資料が確認されます。

＜ＳＡＰ等のデータで対応した事例＞

自動的に生産量等がコンピュータに集計管理され、国際的に認知されたシステム（ＳＡＰ等）を導入している場合は、データをプリントアウトしたり、コンピュータ画面で直接チェックするなど、事業所にとって負担の少ない方法で数値を検証しています。
＜記録管理が不適切であった事例＞

　　経理部門の在庫管理簿が間違っており、また、実際に使用している生産／加工／消費の管理簿が照査・承認されていなかったため、検査団に正式な在庫管理簿を秘匿しているのではないかと不信感を持たれ、前回の国際検査に遡って原料入荷、生産／加工／消費量、出荷量、在庫量の検証が行われ多くの時間がかかった。
４．その他の検査
1 ＧＰＳでの事業所位置の確認

検査団のＧＰＳ機器により、事業所の緯度経度を測定します。申告された数値と誤差がある場合、測定場所、機材が違うなどの説明が求められます。
2 事業所内にある他社・事業所外部門の確認
敷地内に協力会社等の他社の土地や建屋、設備等がある場合は、検査対象事業所と別組織であることを、登記簿謄本や賃貸借契約書等の書類、当該建物の看板表記、会社案内等で確認します。
3 事業所で扱う化学物質の確認（Appendix E）
特定物質が存在しないこと、未申告の指定物質が存在しないことを確認するため、貴事業所で扱う化学物質全般について質問されることが見込まれます。製品原料など事業所内で取り扱う化学物質をまとめたAppendix E（ＣＡＳ番号、化学物質名称等）等を利用して説明することになります。
Ⅶ．報告書の修正・確認
　検査団は、検査の終了の目処がたつと、検査結果の暫定報告書（案）を作成します。報告書案が日本側に提示されたら、貴事業所と立会団でその内容の確認を行い、必要な修正を求め、暫定報告書が完成します。

　確認に当たっては、

・記載されている数値等が正しいか

・企業秘密が記載されていないか

に留意する必要があります。細かな表現振りについても修正を求めることも可能ですが、そのような微調整に長い時間をかける必然性は低いものと考えられます（報告書は対外公表されるものではありません。）。
検査は、暫定報告書に検査団の代表と立会団の代表とが署名することで終了します（検査は貴事業所について行われますが、ＯＰＣＷとしては、条約締結国に対する検査との位置付けのため、貴事業所の代表者は署名しません）。

検査団の帰国後、最終報告書の案が提示され、そこで修正を求めることも可能ですが、暫定報告書作成までに十分な調整・修正が行われることが通常であり、最終報告書の修正は誤字・脱字のチェック程度にとどまります。

なお、貴事業所に対して検査が行われたことは、ＯＰＣＷ、経済産業省、ＮＩＴＥ以外の組織・団体に知られることはありません（貴事業所が公表することは問題ありません。）。

別添
チェックリスト
＊このチェックリストは、ＯＰＣＷの国際検査（査察）を受け入れる準備が整っているかどうかを確認するためのものです。検査に立ち会う経済産業省の職員と連携し、受け入れまでに必要な準備をしていただくようお願いします。
後半の「分析付査察」部分については、検査が分析付であると通告された場合のみに必要です。
　
＜全体＞
・　事業所（や最寄りのコンビニ等に）にファックス、コピー機はありますか？
・　検査団・立会団合計１０名程度の昼食の手配（仕出し弁当、社員食堂等）は可能ですか？
・　届出書類記載の事業所の緯度・経度情報は、事業所のどこで測定した結果ですか？
・　事業所内で、（検査団・立会団が持参する）安全靴、ヘルメット、ゴーグル以外の安全装備が必要な場所はありますか？また、それらの装備は検査団に貸与していただくことは可能ですか？
· 　秘密保持の観点から、検査団に見せられない（見せたくない）施設・設備はありますか？
· 　事業所の敷地内に、（検査対象外である）別会社・子会社の施設や設備はありますか？
· 　（別会社・子会社の施設や設備がある場合）パンフレット等そのことが確認できる書類はありますか？
· 　貴事業所が申告事業所と同一であると証明する各種許認可等の書類・許可証等はありますか？
· 　（過去に国際検査を受けたことがある事業所の場合）当時の状況は、当時の担当者から聴取するなど、しっかり把握できていますか？
· 　実際に国際検査が行われる場合、どなた（方）が対応するか決まりましたか？
　
· 　サイトツアーはどのような経路で実施するのが効率的か決まりましたか？
· 　国際検査の際に必要となる各部屋は、確保できる目処が立ちましたか？
· 　国際検査の際に必要となる各記録・資料は、準備できましたか？（準備できる目処が立ちましたか？）
· 　各施設や設備、原料や製品等について、スペック、存在理由等、国際検査において質問されるであろう内容に的確に答えられますか？
· 　国際検査の際には、別紙３の通訳秘密保持誓約書を利用なさいますか？
· 　事業所内で、立会団が持ち込む予定の別紙の通信機器（非防爆仕様）は使用してよいですか？
· 　国際検査について、何か質問はありますか？
＜別紙＞
　実際の国際検査において、立会団が持ち込む予定の無線機のスペック
	携帯型送信機
	

	メーカー
	TOA株式会社

	型番
	WM-1100

	電源
	DC 1.2V (ニカド電池)、DC 1.5V (乾電池)

	無線局の種類
	特定小電力無線局ラジオマイク用無線設備

	電波型式
	F3E

	送信周波数

	322.025～322.150MHz、322.250～322.400MHｚ
25kHz間隔 13チャンネル

	送信出力
	1mW

	発信方式
	水晶制御PLLシンセサイザ方式

	トーン周波数
	14.80kHz、14.75kHz (2チャンネルのうち1チャンネル)

	総合周波数特性

	200～5,000Hz (携帯型送信機→携帯型受信機)
150～6,000Hz (携帯型送信機→卓上型受信機、据置型受信機、ワイヤレススピーカ)

	プリエンファシス
	50μs

	入力レベル
	-50ｄB*  (感度-Hi) / -44dB*  (感度-Lo)

	使用電池
	専用充電電池WB-1100×1 又は 単3形アルカリ乾電池×1

	電池持続時間

	約10時間 (専用充電電池使用時)
約20時間 (単3形アルカリ乾電池使用時)

	使用温度範囲
	-10℃～+40℃

	寸法
	63(W)×163.6(H)×32.5(D)mm

	質量
	118g (電池含む)

	図面
	[image: image1.emf][image: image2.emf]


	携帯型受信機
	

	メーカー
	TOA株式会社

	型番
	WT-1100

	電源
	DC 1.2V (ニカド電池)、DC 1.5V (乾電池)

	無線局の種類
	特定小電力無線局ラジオマイク用無線設備

	電波型式
	F3E

	受信周波数

	322.025～322.150MHz、322.250～322.400MHｚ
25kHz間隔 13チャンネル

	受信方式
	ダブルスーパーヘテロダイン方式

	受信感度

	S/N 25dB以上 (7dBμVEMF入力、偏移 ±2.25kHz)
受信(スケルチ)感度切替 Hi:5dBμVEMF、 Lo:15dBμVEMF

	トーン周波数
	14.80kHz、14.75kHz (2チャンネルのうち1チャンネル)

	総合周波数特性

	200～5,000Hz (携帯型送信機→携帯型受信機)
150～6,000Hz (卓上型受信機→携帯型受信機)

	ディエンファシス
	50μs

	出力レベル
	4mW (16Ω負荷、10%歪率時)

	機能
	チャンネルスキャン機能

	使用電池
	専用充電電池WB-1100×1 又は 単3形アルカリ乾電池×1

	電池持続時間

	約10時間 (専用充電電池使用時)
約20時間 (単3形アルカリ乾電池使用時)

	使用温度範囲
	-10℃～+40℃

	寸法
	62(W)×163.6(H)×32.5(D)mm

	質量
	120g (電池含む)

	図面
	


＜分析付査察＞
＊以下は、査察が「分析付」で行われると通告された事業所だけが必要です。
　

· 検査団が持参する分析機器を設置でき（２０㎡）、エアコンによる空調（１５～２５℃）が可能な場所を確保できますか？
· 検査団が持参する分析機器用の電源（200V/15A・2回線、100V/15A・１回線）を確保することは可能ですか？
· 電源確保が不可能な場合、電源の仮設工事を行うことは可能ですか？
· 仮設工事が可能な場合、想定される施工者、施工期間、費用の見積もりについても教えて下さい。（工事費用は検査団に請求可能です。）
· 検査期間中、貴事業所が所有されているヒュームフード（ドラフトチャンバー）を提供して頂くことは可能ですか。
· 分析付検査の受入れのために許可申請等をしなければならない法令による規制等はありますか。ある場合、その許可申請等の手続に要する時間、費用はどれくらいになりますか。
例：電源仮設工事は、電気工事士の資格を有する従業員が施工する。
電源仮設工事が生産現場に及ぶ場合、消防法の届出が必要。
· 事業所の規則において、以下の行為が禁止・制限されていたり、実施に条件が課されているものはありますか？
· 分析機材の事業所への持込み、セットアップ
· 事業所の従業員による試料の採取
※検査時には、検査団の要請に基づいて事業所の方に試料採取を行っていただくことになります。
· 試料の分析
例：ヘキサクロロベンゼンを含有する試薬の使用禁止
例：所定の白衣、ゴーグル、マスク、手袋等の着用
· 分析に伴う排気・廃液の処理
· 採取した試料の事業所敷地外への持ち出し
※事業所内に適当な分析スペースを確保することが非常に困難な場合、　試料を国内の適当な施設に移送し、そこで検査団が分析するという方法もあり得ます。
· 採取した試料を国内の適当な施設に移送し、そこで検査団が分析するという方法をとることになった場合、どのような施設が考えられますか。
例：関連会社の施設、分析を外注している分析会社の施設
· 検査団が行う分析と同等の分析を事業所自ら実施しますか？そのために検査団の分析機材、分析方法等に関する情報の提供を希望しますか？
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